
平成２７年度一般会計補正予算（第３号）等の概要 
 今回の一般会計補正予算（第３号）は、歳入歳出それぞれ５４４，１０８千円を減額していま

す。これにより補正後の平成２７年度の予算総額は４４，４５６，３５５千円となります。 
 今回の補正は、主にふるさと佐伯市寄附金事業、私立保育所運営事業及び生活保護扶助事業等

に係る経費を計上したほか、各事業費の確定等による事業費の調整を行っています。 
 また、歳入については、市税及びふるさと寄附金を追加計上するとともに、各事業に係る国庫

支出金、県支出金、地方債等について必要な補正を行い、財政調整基金等の繰入金により財源調

整をしています。 
 このほか、繰越明許費、債務負担行為及び地方債についても所要の補正を行っています。 
 特別会計については、国民健康保険特別会計ほか９会計について、企業会計については、水道

事業会計及び公共下水道事業会計について補正予算を計上しています。 
  
歳出の主な内容は、次のとおりです。 

 

【一般会計】 
１ 総務管理費職員給与管理事業費（総務課） ４７，９５５千円 

自己都合退職者の退職手当（４人分）等を計上  
２ ふるさと佐伯市寄附金事業（地域振興課） ５６，０８３千円 
  ふるさと寄附金の増額に伴う寄附者への謝礼品等に係る経費を計上 
３ 行政ネットワーク整備事業（情報推進課） △１７，８３３千円 
  振興局管内の行政ネットワーク整備工事に係る監理委託業務及び工事請負費の額の確定に

よる減額 
４ 行政システム運営事業（情報推進課） △３８，１３８千円 
  基幹系ハード機器等のリース物件及び期間の見直しによる減額等 
５ 私立保育所運営事業（こども福祉課） ３１，８１９千円 

人事院勧告に伴う保育士の待遇改善による公定価格の改定分等を計上 
６ 地域型保育給付事業（こども福祉課） △６８，４４５千円 

子ども・子育て支援制度における事業内保育所に移行した施設の減に伴う減額 
７ 中心市街地公立保育所建設事業（こども福祉課） △６７，０４３千円 

用地購入に時間を要したため設計業務が実施できなかったことによる減額及び用地購入費

の額の確定による減額等 
８ 生活保護扶助事業（社会福祉課） １００，０００千円 
  生活保護費の所要額見込による増額 
９ 廃棄物処理施設解体撤去事業（清掃課） △２４，９８４千円 
  旧西部清掃センターの解体撤去事業を翌年度に合併特例債を活用して実施するために減額 
10 次世代を担う園芸産地整備事業（農林課） △４４，６９１千円 
  事業計画の変更及び入札残による減額 



11 強い水産業づくり交付金事業（水産課） △１０８，５７５千円 
  国庫補助内示額の確定による減額 
12 佐伯湾地区増殖場造成事業（水産課） △３０，７４９千円 
  国庫補助内示額及び事業費の確定による減額 
13 猿戸漁港地域水産物供給基盤整備事業（農林水産工務課） △３９，９９９千円 
  国庫補助内示額の確定による減額 
14 蒲江地区水産生産基盤整備事業（農林水産工務課） △４５，００１千円 
  事業の国庫補助不採択による減額 
15 大手前開発事業（まちづくり推進課） △１４，０００千円 
  建築等の基本設計と並行して実施する予定であった地質調査業務の減額 
16 災害対策事業（防災危機管理課） △６３，０３５千円 
  国庫補助内示額及び事業費の確定による減額等 
17 自主防災事業（防災危機管理課） △３９，８００千円 
  津波対策用備蓄倉庫設置予定箇所の減による減額 
18 蒲江統合小学校施設整備事業費（教育総務課） △３９，３０５千円 
  事業費の確定による減額 
19 東雲小学校施設整備事業費（教育総務課） △６２，３８７千円 
  事業費の確定による減額 
20 鶴見中学校施設整備事業費（教育総務課） △９３，３３１千円 
  学校との協議により工事実施が翌年度に見送られたため減額 
21 過年発生林道災害復旧事業（農林水産工務課） ２０，０００千円 
  地滑り調査の結果、工法の変更等による増額 
 
 

特別会計及び企業会計の主な内容は、次のとおりです。 
 

【特別会計】 
１ 国民健康保険特別会計（事業勘定）（保険年金課） １０７，１８０千円 
  一般被保険者の療養給付費の増加に伴う調整等 
２ 後期高齢者医療特別会計（保険年金課） ９１９千円 
  保険基盤安定負担金の額の確定による広域連合負担金の所要額を計上 
３ 介護保険特別会計（高齢者福祉課） ２６，００３千円 
  介護予防・日常生活支援総合事業費負担金等の所要額を計上 
４ 簡易水道事業特別会計（営業課） １，５５５千円 
  簡易水道施設の修繕料に係る所要額を計上 
５ 土地区画整理事業特別会計（都市計画課） △６，８２０千円 
  平成 27年度当初予算に計上していた保留地が 27年 3月に売却されたため保留地売払に係る

繰出金を減額 



 
【企業会計】 
１ 水道事業会計（営業課） △２２，５８４千円 
  職員給与費の調整 
２ 公共下水道事業会計（営業課） ５２，４９８千円 
  職員給与費の調整並びに減価償却費、決算見込みに伴う消費税及び地方消費税の納税見込額

等の増額 
 
 


